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【要 約】本稿の目的は、地方自治体における情報システムの開発・運用にかかるＩＴ投資が投資に
見合う効果があがるかを、システムの企画段階から、開発・運用の段階を経て、廃棄・再構築に至る
までのライフサイクルを取り入れて評価するモデルを提案することである。 
 このために、先行研究の中から、ＩＴ投資効果の評価方法に必要な条件を抽出し、更に、地方自治
体の制約条件を元に、これらの条件を整理･統合し、明確にする。また、地方自治体のライフサイク
ルの実態について、調査結果を元に明らかにする。その上で、研究の延長線上として、ライフサイク
ルが動的に変更すること取り入れた情報システムのＩＴ投資効果の評価モデルを提案し、効果や課題
について、考察する。 
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１ はじめに 
 地方自治体においては、電子自治体への取り組みがなされ、情報システムの開発・運用に向
け、ＩＴ投資が進んでいるが、開始から終了までのライフサイクルが意識されることなく情報
システムが開発されてきた。また、ＩＴ投資に対する効果について、情報システムが最初に導
入された給与計算業務のように大量反復業務を対象とする時代は、ＩＴ投資効果の評価（ＩＴ
投資評価）が、定量的に測定できた。しかし、情報システムが電子申請、電子申告といった戦
略的効果や内部事務の電子化（出張、休暇、時間外等の申請や電子決裁）といった業務改革を
目的とし、そのためのネットワーク等のインフラの整備も含めて考えると、情報システムの開
発・運用にかかるＩＴ投資が、それに見合う効果を生じているかを数量的に検証することが難
しい。このため、ＩＴ投資効果も、人員や予算の削減のみで測定することや、計画的に投資効
果を算定し収支が合うような取り組みもなされていないことが多い。また、ライフサイクルを
設定したＩＴ投資評価がなされることも少ない。 
 一方、今日、地方自治体の財政難の中、予算執行の透明性や説明責任が求められてきている。
更に、上場企業における内部統制を地方自治体にも今後適用されることが検討されている1)。こ
うした状況の中、地方自治体においても、２～３年の間に、内部統制を行うために、ＩＴ投資
効果を適切に評価する手法が必要とされると予測する。本論文では、この地方自治体における
ＩＴ投資効果の評価手法についてライフサイクルを取り入れたモデルを提案するものである。 
 これまで、ＩＴ投資効果を可視化する試みは、いろいろなされてきた。櫻井(2001)は、Ｃ／
ＳシステムにおけるＩＴ投資評価を基盤効果、戦略的効果、経済的効果の経済計算の評価に
区分して、ＩＴ投資を総合的―定量的･定性的―に評価する評価システムを提案している。中で
も、効果の評価が難しい戦略的効果についてバランスト・スコアカード（以降、ＢＳＣと言う）
を活用し、効果の可視化を提案した。JUAS(2005)は、ＩＴ投資評価について、ＰＤＣＡサイク
ル2)(plan-do-check-action cycle)を提案するとともに、事後評価の方法について、あらかじめ、プ
ロジェクト関係者が明確にすべきとしている。栗山(2005a)は、投資が効果につながるまでの因
果関係の複雑さと投資から効果が発生するまでのタイムラグの長さにより、合意形成型アプロ
ーチが適切である領域を分類し、①ＰＤＣＡサイクルによる事前の合意形成、②ＢＳＣを用い
てＫＰＩ3)(Key Performance Indicator)の改善度を戦略レベルで合意形成、③コミットメントとし
ての合意形成を提案した。 
 松島(2007)は、ＩＴ投資プロジェクトの途中経過段階において、成果を確認し、ＩＴ投資の
                                                          
1) 総務省「地方公共団体における内部統制のあり方に関する研究会」の次のホームページを参照 
http://www.soumu.go.jp/menu_03/shingi_kenkyu/kenkyu/internal_control/index.html 
2) ＰＤＣＡサイクル（plan-do-check-action cycle）：計画（plan）、実行（do）、評価（check）、改善（action）
のプロセスを順に実施する。最後の actionでは checkの結果から、最初の planの内容を継続（定着）・修正・
破棄のいずれかにして、次回の planに結び付ける。このらせん状のプロセスを繰り返すことによって、品
質の維持・向上および継続的な業務改善活動を推進するマネジメント手法がＰＤＣＡサイクルである。 
3) ＫＰＩ（Key Performance Indicator）：定性的な項目を定量的に表現・把握できる項目に置き換えて、その
定量的な項目の実現を目指す目標をＫＰＩと呼ぶ。日本語では「重要業績指標」、｢主要業績評価指標｣と呼
ばれる。 
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価値を実現するプロセス志向のＩＴ投資マネジメントを提案している。また、ＩＴ資産を活用
する能力、すなわち「ケイパビリティ」の向上に着目し、インタンジブルズも含めたＩＴ資産
を蓄積し、ＫＰＩの向上を図り、更に財務業績の向上という価値創出プロセスを提案した。大
串(2007)は、合意形成の内容となるＫＰＩについて、ＢＳＣを活用して、非財務的指標を提案
し、ケーススタディとして、新潟県十日町市におけるＩＴ投資評価について、検証を行った。
国、地方自治体では、財務指標を用いてのＩＴ投資評価が適用しにくい。 
 国レベルでＩＴ投資評価に取り組んでいる米国では、ＩＴライフサイクル管理やＢＳＣの適
用を進めている(GAO，1998)。日本においても、これらを参考にしたモデルの調査・研究を行
っている(経済産業省、2004)。先進的な自治体においては、自治体としての投資効果の評価方
法の研究を進め、自治体用の簡易な業績測定指標群（汎用ＫＰＩ）を提案した(ニューメディア
開発協会，2006)。しかし、この指標についての妥当性が明確でなく組織全体としての評価を行
いにくいという課題があり、実際にはあまり利用されていない。 
 一方、島田(1999)は、行政機関が行政の効率性･有効性を高めるために行う総合的な評価であ
る行政評価に着目し、アウトプット指標とアウトカム指標を明確にした評価手法を提案した。
そして、後藤(2006)は、目指すべき最終アウトカム(成果)が不適切であるため、電子政府の取
り組みが必ずしも国民や企業の期待する成果をもたらしていないことを指摘し、目指すべき最
終アウトカム(成果)を明確にし、価値連鎖モデルを描き、少しずつ現状を改善し続けるという
ＰＤＣＡプロセスのガバナンスが必要であることを示した。東川ら(2007)は、自治体の情報化
における庁内情報化の成熟度モデルを構築し、実証的な調査結果と照合した研究を行い、その
中で、自治体は、予算中心主義で予算の確保に各部門が注力するが、その予算をいかに有効に
活用するかについては、注力してこなかったことを指摘している。このようにＩＴ投資評価に
ついては、民間企業を中心にして組織としてのアプローチにより、いろいろな手法が提案され
ている。しかし、地方自治体の特徴や制約を考慮して、どのようなＩＴ投資評価手法をとるべ
きかについては、いまだ十分な提案がなされていない。 
 また、情報システムは、構築後、年数がたつと、ハードウェアやソフトウェアの老朽化が進
み、システムの廃棄か再構築になる時期が来る。ＩＴ投資評価については、このシステムの開
始から終了までというライフサイクルを通した投資と効果について評価しないと、トータルコ
ストでの検証ができない。そして、一旦設定したライフサイクル自身も、技術の進歩や社会環
境の変化によって、期間が変動する場合がある。また、ライフサイクルを取り入れなかった場
合、ＩＴ投資効果の評価が参考にできず、評価結果を公開しても、外部評価を受けることがで
きない。また、地方自治体では、頻繁に人事異動が行われるため、システムのライフサイクル
の間に担当者が何人も変わることが想定される。このため、システムのライフサイクルを通し
た適切なシステムの更新ができない状況に陥ってしまう。 
 ライフサイクルに関する先行研究では、島田(1999)は、情報システム評価について、民間に
比べて、コスト意識の低い行政において、システム評価の実効をあげるにはシステムライフサ
イクルを通してのシステムアセスメント制度の確立と、特に事後評価の実施が重要であると主
張した。国(経済産業省，2004)では、政府等におけるＩＴ投資評価モデルについての調査研究
経営情報研究 第 16巻第 2号(2008)，63－88ページ 
―  ― 66
をまとめ、その中で評価の最も重要となる「事前評価」に的をしぼり、事前評価書案と具体的
方法を示した。これは、OMB(2002)の通達 A-11 の Exhibit300 を参考にしたライフサイクル予
算の考えを取り入れている。 
 ライフサイクルの期間については、JUAS(2005)では、システム寿命を少なくとも１０年に見
て、システム開発費と保守運用費の総額で見積もりを行うことが重要であると主張している。
ニューメディア開発協会(2006)は、情報システムのライフサイクルは５～１０年としている。
しかし、これらは実証的に導かれたものではない。 
 このように先行研究では、情報システムのライフサイクルを考慮すべきという提案はあるも
のの具体的なライフサイクルをどう設定することが適切で、また、ライフサイクルの変動要素
をどう取り入れるかの提案がなされていない。 
 これらの先行研究を踏まえて、図１に本論文の構成を示す。第２章では、ＩＴ投資評価手法
の先行研究を分析し、米国や日本における取り組み状況を明らかにする。第３章では、ライフ
サイクル管理について、先行研究や実態を明らかにする。その上で、第４章で、ライフサイク
ルの制約事項を明確にし、ＩＴ投資評価モデルに必要な条件を抽出し、ライフサイクルの実態
を取り入れたＩＴ投資評価モデルを提案し、効果や課題について考察する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
図１ 本論文の構成 
 
　（１）予算制度
１　はじめに
　（２）その他の制度
　（３）ライフサイクルを取り入れたＩＴ投資評価モデルの必要性
４　地方自治体におけるライフサイクルを取り入れたＩＴ投資効果モデル
４－２ 地方自治体におけるＩＴ投資効果モデルに必要な条件
４－４ 本フレームワークの特徴と課題
５　おわりに
２　これまでのＩＴ投資評価手法
２－２　米国及び日本における国、地方自治体での取り組み
 （１） 米国政府におけるＩＴ投資の評価手法　（１） バランスト・スコアカードを活用したＩＴ投資評価
　（２） 合意形成型のＩＴ投資の評価手法
  （３） KPIの連鎖に着目したＩＴ投資評価
２－１　ＩＴ投資評価手法の先行研究
４－３ 地方自治体におけるＩＴ投資評価のフレームワーク
４－１ 地方自治体におけるライフサイクル管理の制約
 （２） 国、地方自治体におけるＩＴ投資の評価手法
３　ＩＴ投資効果の課題としてのライフサイクル管理
３－１ ライフサイクル管理の先行研究
３－２ 地方自治体の情報システムのライフサイクルの実態
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２ これまでのＩＴ投資評価手法 
２－１ ＩＴ投資評価手法の先行研究 
(1) バランスト・スコアカードを活用したＩＴ投資評価 
 地方自治体に限らず、民間企業においても、情報システムの開発・運用にかかるＩＴ投資が、
それに見合う効果を生じているかを数量的に検証することが難しいため、このＩＴ投資効果を
可視化する試みがこれまでいろいろなされてきた。これらの先行研究について、考察する。 
 櫻井(2001)は、ＩＴ投資評価モデルとして、効果について表１のように３種類に分け、コス
トについて図２のように初期投資コストと運用・保守コストに分け、効果からコストを差し引
いて評価することを提案した。中でも、効果の評価が難しい戦略的効果についてバランスト・
スコアカード(以降、ＢＳＣと言う)を活用し、効果の可視化を提案した。 
  
 
 
 
 
  
 
 
 
図２ ＩＴ投資の採算計算のフレームワーク 出典：櫻井(2001), pp115, 図表 5-1 
 
表１ ＩＴ投資によって得られる効果 出典：櫻井(2006) 図表 6-2 P145 
  
 
 
 
 
 
  
 ＢＳＣについては、Kaplan；Norton(2000)のＢＳＣ（①財務、②顧客、③内部のビジネス・
プロセス、④学習と成長の４つの視点）と GAO(1998)のＢＳＣ（①戦略的ニーズ、②顧客、③
ビジネスの業績、④革新と学習の４つの視点）に注目し、特に GAO のＢＳＣは財務の視点が
含まれていないことを指摘している。 
 JUAS(2005)は、ＩＴ投資対象をインフラ型、業務効率型、戦略型に分け、それぞれのタイプ
別にＲＯＩ4) (Return on Investments)，ＫＰＩ，ユーザー満足度といった評価手法を用いること
を提案している。また、ＢＳＣについては、評価指標の取り方が複雑で、直観的でないなどの
                                                          
4) ＲＯＩ（Return on Investments：投下資本利益率）：ＲＯＩは、次式で求めることができる。 
 ＲＯＩ＝(投資から得られる利益額)×100/(ＩＴ投資額) 
基盤整備効果 
戦略的効果 
経済的効果 
初期投資コスト 
運用･保守コスト 
効果の種類 測定の観点 測定の方法と種類 
基盤整備効果 インフラの整備 一般に、効果の測定が困難である 
戦略的効果 効果性 効果は認められるが、測定は困難 
便益 機会原価で測定が可能 経済的効果 
利益 会計上の利益として算定が可能 
効果 
コスト
情報システム
投 資 
間接的効果 
直接的効果 
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原因で、ユーザー企業ではほとんど採用されていないと指摘している。評価のサイクルについ
ては、事前評価から始まって、投資を行い、最後に事後評価を行う一連の流れは、その投資の
実施に関わる一つのＰＤＣＡサイクルを形成することになる。事後評価実施の方法をあらかじ
め明確にしておき、プロジェクト関係者が事後評価のための資料を残しておくようにするとし
ている。 
 
表２ タイプ別のＩＴ投資効果の評価手法 出典：JUAS(2008), pp12, 図表 2-2-2から 
  
タイプ 概  要 
インフラ型 端末機(パソコン)やサーバなど、個別プロジェクトだけでなく様々なプロジェクトで活用
されるため、ＩＴ部門が一括して基盤整備する場合が多い。最近は、セキュリティ投資な
どの費用が増加している。 
業務効率型 システム化によって業務効率を高め省力化を推進するためのプロジェクトで通常は省力化
効果を含めてＲＯＩ(投下資本利益率)で評価される。 
戦略型 ＩＴが企業の戦略を実現するためのツールへと変化する時代に入りこのタイプの投資が増
加した。効果はＲＯＩなどの単純な評価方式は通じなくなり，ＫＰＩ，ユーザー満足度な
どでしか測定することが難しくなっている。最終的には企業あるいは対象事業部の営業利
益で評価する。 
  
(2) 合意形成型のＩＴ投資の評価手法 
 松島(1999)は、ＩＴ投資と効果の因果関係が不確実であることから、ＩＴ投資のプロセスに
おける利害関係者として、意思決定の責任を持つ経営者、ＩＴ投資を実施し開発に責任を持つ
情報システム部門、ＩＴサービスを活用して効果を生み出す利用部門の３者が識別され、この
３者間での合意形成モデルを提案した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図３ 合意形成における利害関係者の枠組み 出典：松島(1999) P.161 図表 12-1 
 
 栗山(2005a)は、投資と効果の因果関係付けや証明の難易度を①投資が効果につながるまでの
因果関係の複雑度、②投資と効果発生時点のタイムラグの長短の二軸で捉え、有効性評価の領
域を図４のように「自明領域」、｢証明可能領域」、｢証明困難領域」に分類した。 
経営者
情報システム
部門
利用部門
投資
サービス提供
効果
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図４ 合意形成型アプローチの位置づけ 出典：栗山(2005a) P.A-02-1 図１ 
 
 この中の｢証明困難領域｣に属する複雑ＩＴ投資の有効性評価を合意形成(ゴール共有)型アプ
ローチと名づけ、投資の有効性評価に関与する複数のステークホルダーが固有に持つ有効性評
価基準の相違、導入目的達成時の貢献度を情報システムとその他に精緻に切り分けて事後検証
することの困難さを解決する手法として提案した。この提案は、①ＰＤＣＡ による事前の合意
形成、②ＢＳＣを用いてＫＰＩの改善度を戦略レベルでの合意形成、③コミットメントとして
の合意形成の３つからなる。この手法により、図５に記載されたような、より有効なシステム
構築のための継続的な取り組みが可能とした。適切な有効性評価にＰＤＣＡサイクルは必要で
あり、有効な「Check」と「Action」を行うためには、「Plan」の段階で評価基準が決定･合意さ
れている必要があるとしている。Plan 工程が綿密に実施されていれば、Check 工程で実施すべ
きことは Plan段階で決めた物差しをクリアしているかどうかを確認することのみであり、これ
は単なる予実対比作業に過ぎず、見解の相違や議論が発生する余地は皆無となる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図５ 合意形成型アプローチとＰＤＣＡサイクルの統合 出典：栗山(2005b) P.6 図 3 
 
 図５の Plan 時点で合意した評価基準は、ＢＳＣの４つの視点に基づき図６の戦略マップに
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表され、各々の指標であるＫＰＩが因果関係を持ち、それをＫＰＩの連鎖ととらえている。こ
の図からも、最終的な評価基準が収益向上となっていることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図６ 合意形成型アプローチによる情報システムの有効性対象範囲の拡大 出典：栗山(2005b) P.10 図7 
 
（3） ＫＰＩの連鎖に着目したＩＴ投資評価 
 松島(2007)は、このＢＳＣの指標の連鎖に着目し、ＩＴ投資プロジェクトの途中経過段階に
おいて、成果を確認し、ＩＴ投資の価値を実現するプロセス志向のＩＴ投資マネジメントを提
案している。また、ＩＴ資産を活用する能力、すなわち「ケイパビリティ」の向上に着目し、
インタンジブルズも含めたＩＴ資産を蓄積し、ＫＰＩの向上を図り、更に財務業績の向上とい
う価値創出プロセスを提案した。これにより、ＩＴ投資は、図７のように企業のケイパビリテ
ィを高めるために実施され、既存のＩＴ資産と融合することによって効果的に能力が高められ、
ＫＰＩの改善に貢献すると定義し、各々のプロセスで必要な能力をインタンジブルズとして蓄
積することで、効果的なＩＴ投資マネジメントが可能としている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図７ 価値創出プロセス全体図(吹き出しは各プロセスで必要な能力) 出典：松島(2007) P.34 図表 2-6 
１ 億 円
新規ＩＴ支出
サ ー バ 、
P C、 ｿ ﾌ ﾄ
ｳｪｱ、シス
テム開発
ﾊｰﾄﾞソフトの
保守費
DBの維持費
用
売上高増大
たな卸し資
源の減少
販売分析能力
需要予測
リアルタイムな在
庫検索
データにもとづく
管理能力の高さ
トップダウンでの
戦略の徹底
顧客を大事にす
る風土POSシステム
販売管理システム
会社ネットワーク
販売実績データ
ベース
保守・運用ＩＴ支出
I T 資 産
生産性向上
たな卸し在
庫の削減
顧客満足度
向上
ＩＴ資源 ケイパビリティ 主要業績指標（KPI） 財務的指標
ＩＴインフラ
稼働中
アプリケーション
インタンジブルズ
調整能力 システム活用、
運用能力
競争力
営業力
戦略力
情報とシステ
ムの共有能力
費用削減
改善能力
ナレッジ、人材、
組織体制、トップ
の意識、セキュリ
ティ
システム構築
能力
地方自治体におけるライフサイクルを取り入れた情報システムのＩＴ投資効果モデル 
―  ― 71
 古賀(2005)は、このＩＴケイパビリティとは、「日常業務活動の遂行（実践）を通じて、情報
機器や情報そのものの意味を解釈する能力にあると理解すべきである」としている。 
 松島(2007)は、情報システムが効果的に活用できるよう、ケイパビリティの向上を図ること
は、調達したＩＴ資源を活用して情報システムを構築し、効果的な情報支援、業務の自動化を
通じて、企業の組織能力の向上を達成することを意味し、活用する機会が到来した時に、すぐ
に役立てるよう準備しておくことが基本的な役割としている。 
 また、ＩＴ投資の評価は、一回限りの活動ではなく、プロジェクトの進捗状況の把握、業績
測定、改善活動からなるＰＤＣＡ管理サイクルとして実施され、プロジェクトの成果がおもわ
しくない場合、その原因が計画の問題か、開発過程あるいは運用上の問題化を切り分けるため
の指標を前もって決めておけば、意思決定におけるリスクが軽減できるとしている。 
 大串(2007)は、合意形成の内容となるＫＰＩについて、従来の「業務の効率化」，「業務量の
削減」という組織内部志向の指標では包括的な効果測定が困難であることから、業務プロセス
の改善とそれを支援するＩＴ投資が組織の戦略に合致し、ＩＴ投資の戦略的効果を測定できる
新しい評価手法として、ＢＳＣを活用して、非財務的指標を設定し、図８のように新潟県十日
町市におけるＩＴ投資評価について、検証を行った。このケースでは、最終的な評価基準を住
民満足度の向上としている。また、ＫＰＩ設定における恣意性の含有、財務の視点が最優先と
なりがちであるといった課題があることも指摘している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図８ 十日町市のＩＴ投資評価戦略マップ 出典：大串(2007) p.109 図表６ 
 
２－２ 米国及び日本における国、地方自治体での取り組み 
(1) 米国政府におけるＩＴ投資の評価手法 
 政府機関において、ＩＴ投資評価を具体的に活用している米国の例を分析し、それを受けて、
日本における国、地方自治体での取り組み状況を考察する。米国では、1996年にＩＴ管理改革法
(ITMRA:Information Technology Management Reform Actまたは Clinger-Cohen Actとも言う)が制
定され、ＩＴ調達の一貫化と資本投資としてのＩＴライフサイクル管理の強化を目的とし、業
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務の効率化、有効性を改善するための目標が設定され、調達後も、その成果の報告が義務付け
られた。 
 これを受け、United States General Accounting Office(米国会計検査院；以降 GAOと言う)は、
1998年，調達プロセスに、次のような業績測定と管理のためのＢＳＣのアプローチを取り入れ
ることを提案した(GAO，1998)。 
 この手法は、図９のように、ＩＴの業績測定を特徴付ける３つの最初の実践とＩＴ全体の測
定を支える２つの強化領域からなる。実践エリアでは、戦略との整合性のある測定指標をＢＳ
Ｃにより構築し、業績測定を実施するとし、さらにケイパビリティを構築するなど業績測定を
強化することを提案している。前述のとおり、ＢＳＣのアプローチでは、戦略ニーズの達成、
顧客ニーズの満足、ＩＴの内部ビジネス業務業績、革新と成長の４つの領域に焦点をあて、
Kaplan；Norton(2000)が提唱する４つの視点のうち、財務に関する視点が戦略ニーズの達成の
視点となっている(櫻井，2001)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図９ ＩＴ業績測定のモデル 出典：GAO(1998), pp.12, Figure 1 
 
(2) 国、地方自治体でのＩＴ投資の評価手法 
 日本においては、景気浮揚を目指してＩＴ投資がなされる傾向にあり、本来の投資効果が議
論されることが少なかった。また、地方自治体にあっては、住民サービスの向上が上位の目標
であり、財務指標を用いて評価する手法が活用できないため、投資金額と住民サービス向上を
どのようにすれば同じ次元で評価できるかが大きな問題となる(松島，2007)。 
 国では、政府等におけるＩＴ投資評価モデルについての調査研究を行い(経済産業省，2004)、
ＩＴ投資効果評価について、後述する OMB(2002)の A-11Exhibit300を参照している。 
 地方自治体においては、電子自治体の取り組みが進められてきたにもかかわらず、必ずしも
期待された成果をもたらしておらず、国のＩＴ戦略本部では「ＩＴ新改革戦略」、「重点計画
-2006」、「重点計画-2007」等を策定し、国、地方自治体における効率化施策を推進する一方で、
電子自治体推進体制の強化として、ＩＴガバナンスの強化が必要として、2007年 7月には、総
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務省（2007a）「地方公共団体におけるＩＴガバナンスの強化ガイド」を策定し、予算編成過程
における費用対効果などの事前評価を行うとともに、継続案件等については、事後評価の結果
を反映させるべきとしている。 
 また、地方自治体では、国と同様の手法での取り組みが難しいため、先進的な自治体では、
自治体としての投資効果の評価方法の研究を進め、自治体用の簡易な業績測定指標群（汎用Ｋ
ＰＩ）を提案した(ニューメディア開発協会，2006)。この中では、全体最適の視点から、業務
と情報システムの全体構造について明らかにし、事業を実施したときに成果を測定する方法が
提案されている。評価指標については、事業を進めるうちに周辺の環境が変わったりして変更
する必要が出てくるときがあるが、それでも一貫した指標で評価を続けることで、計画に無理
がなかったのか、環境変化がどう影響したかなどの分析が可能になり、今後の事業に向けた経
験の蓄積を図ることが可能になるとしている。ＢＳＣについては、価値の連鎖がすっきりと表
現されていないが、立ち上げ時は、アウトカムに直結するような大きな指標だけを使用するた
め、ＢＳＣ的な考え方がわかりやすい場合があるという記述もある。しかし、研究に参加した
自治体の担当者へのヒアリングからは、この評価指標について、妥当性が明確でなく組織全体
としての評価を行いにくいという課題があるとのことであり、実際にはあまり利用されていな
いようである。 
 一方、島田(1999)は、具体的な評価手法について、行政機関が行政の効率性･有効性を高める
ために行う総合的な評価である行政評価に着目し、アウトプット指標とアウトカム指標を明確
にした評価手法を提案した。 
 後藤(2006)は、目指すべき最終アウトカム(成果)が不適切であるため、電子政府の取り組み
が必ずしも国民や企業の期待する成果をもたらしていないことを指摘し、目指すべき最終アウ
トカム(成果)を明確にし、価値連鎖モデルを描き、少しずつ現状を改善し続けるというＰＤＣ
Ａプロセスのガバナンスが必要であることを示し、電子行政成熟度モデルを提案した。東川ら
(2007)は、自治体の情報化における庁内情報化の成熟度モデルを構築し、実証的な調査結果と
照合した研究を行い、組織としての方向性を示した。自治体は、予算中心主義で予算の確保に
各部門が注力するが、その予算をいかに有効に活用するかについては、注力してこなかった。
そのため、評価（体制）の確立が成熟度モデルの高次の段階に配置している。 
 このようにＩＴ投資評価については、民間企業を中心にして組織としてのアプローチにより、
いろいろな手法が提案されている。しかし、地方自治体の特徴や制約を考慮して、どのような
ＩＴ投資評価を行うべきかについては、いまだ十分な提案がなされていない。この中から、地
方自治体のＩＴ投資評価に必要な条件の抽出を第４章で行う。 
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３ ＩＴ投資効果の課題としてのライフサイクル管理 
３－１ ライフサイクル管理の先行研究 
 情報システムは、図１０のように、調査・開発期間は、コストがかかるが、運用が始まると、
そのコストを上回る効果が発生し、慣れてくることによりコストは下がり、効果が大きくなる。
構築後、一定期間を過ぎると、ハードウェアやソフトウェアの老朽化が進み、システムの廃棄
か再構築になる時期が来る(Kerzner，2006)。ＩＴ投資評価については、このシステムの開始か
ら終了までというライフサイクルを通した投資と効果について、評価しないとトータルコスト
での検証ができない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１０ ライフサイクルにおける投資効果 出典：Kerzner(2006) P.70  FIGURE 2-21. 
 
 ライフサイクル自身も、技術の進歩や社会環境の変化によって、期間が変動する場合がある
(岡田，1999)。ライフサイクルを取り入れなかった場合、ＩＴ投資効果の評価が適切にできず、
評価結果を公開しても外部評価を受けることができない。 
 このため、先行研究の中で、ライフサイクルをどう扱ってきたかを考察した上で、地方自治
体におけるライフサイクル管理の制約や実態を明らかにする。 
 JUAS(2005)は、システム導入においてはシステムライフサイクルを考慮して導入を考える必
要があるとし、ベンダーの商品戦略に惑わされることなく、安価なシステムを導入するために
も、システム寿命を少なくとも１０年に見て、システム開発費と保守運用費の総額で見積もり
を行うことが重要であると主張している。 
 Kerzner(2006)は、ライフサイクルの最終段階は、他の進行中のプロジェクトの優先度に影響
を与えることを指摘し、パッケージの導入が完了するまでにアップデートされたバージョンが
発売されたために、当初のプロジェクトをどう終了するかの決定が難しくなった事例を紹介し、
ライフサイクルのフェーズの管理が難しいことから、ライフサイクルの段階について異なった
定義が、（同じ会社でさえも）可能であるかもしれないことを述べた。 
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 地方自治体に関して、島田(1999)は、情報システム評価について、情報システムの有効性・
効率性などを実現するために、企画、開発、運用・保守などのライフサイクルにおいて行うこ
ととし、民間に比べて、コスト意識の低い行政において、システム評価の実効をあげるにはシ
ステムライフサイクルを通してのシステムアセスメント制度の確立と、特に事後評価の実施が
重要であると主張した。 
 ニューメディア開発協会(2006)は、地方自治体における情報システムのライフサイクルに関
連して、一つの原課が扱う情報システムの数は少なく、情報システムのライフサイクルも５～
１０年であるが、職員の異動は通常３年ごとに実施されることが一般的であることを指摘して
いる。 
 また、評価指標を用いた評価はライフサイクルの各段階で行われ、図１１のようにＰＤＣＡ
サイクルがシステム全体で１回行われるだけではなく、各段階で行われ、その結果は次の段階
へと引き継がれていく。運用では、運用周期に合わせて評価が繰り返され、最終的には、次の
プロジェクト等に引き継がれるガイド作成のようなアクションが実施されるとしている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１１ ライフサイクルでの指標の活用 出典：ニューメディア開発協会(2006) pp.19 図 15 
 
 ライフサイクルの期間を具体的に記述したものとしては、OMB(the Office of Management and 
Budget；米国行政管理予算局，連邦予算の編成、監督を行う)の通達 A-11 Exhibit300(OMB，2002)
がある。これは、米国における予算要求の事前評価書として体系化されたもので、次のように、
ライフサイクル予算を設定し、年度ごとの業績目標に基づく費用対効果分析を行い、投資意思
決定の判断基準を提供している。表３により、ライフサイクル予算管理を行うと共に、各々の
事業年度毎に、投資意思決定の判断基準を設定している。しかしながら、ライフサイクルの期
間の設定についての妥当性、合理性等の検証が必要である。 
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表３ 支出面から見たライフサイクル 出典：OMB, 2002, pp.14 of Section 300, Table 1 
  
プロジェクト段階における支出の要約 
(BY+1以降の見積もりは、計画策定目的の見積もりであり、予算意思決定を表すわけではない。) 
 PY-1以前 PY 
2007 
CY 
2008 
BY 
2009 
BY+1 
2010 
BY+2 
2011 
BY+3 
2012 
BY+4 
以降 
合計 
計画          
調達          
小計          
運用/保守          
計          
PY:PastYear(現年度の前の年度) CY:CurrentYear(現年度) BY:BudgetYear(予算の年度) 
  
 前述の政府等におけるＩＴ投資評価モデルについての調査研究(経済産業省，2004)では、評
価の最も重要となる「事前評価」に的をしぼり、事前評価書案と具体的方法を示した。これは、
OMB(2002)の通達 A-11 の Exhibit300を参考にしたライフサイクル予算の考えを取り入れたも
ので、その中で、ライフサイクル予算について、｢ライフサイクル予算はシステムを開発し、導
入し、その運用を続け、最後に廃棄するまでのライフタイムにかかる投資予算である。研究開
発予算、導入予算、保守運用予算、廃棄予算で構成されている。」と記述している。 
 今まで述べてきたことを整理すると、ＩＴ投資評価を行うにあたり、ライフサイクルを考慮
することが必要であるとする論述はあるが、ライフサイクルの期間を設定したＩＴ投資評価の
方法については、OMB(2002)とそれを受けた経済産業省(2004)のみ記述している。そのライフ
サイクルの期間については、JUAS(2005)では少なくとも１０年とし、ニューメディア開発協会
(2006)では、５～１０年としている。しかしながら、ライフサイクルの期間をどう設定するか
についての方法やその妥当性、合理性の検証はなされていない。ライフサイクルは環境の変化
等によって期間の変動が必要となる場合があり、その考慮もなされていない。 
 また、ＩＴ投資評価を行うタイミングについて、ニューメディア開発協会(2006)は、ライフ
サイクルの各段階に行うことが適切であることを明確にしている。 
 
３－２ 地方自治体の情報システムのライフサイクルの実態 
 ライフサイクルについては、まず、その期間をどのように設定すればよいかという課題があ
る。しかし、これまで実際の自治体のシステムでのライフサイクルの期間がどれほどの長さと
なっているかについての調査・分析はなかった。このため、筆者は、総務省(2007b)が行った全
国の都道府県の主要なシステムの調査に基づいて、主な９種類の３６８システム5) について、
                                                          
5) 都道府県の主要なシステム内訳 [総務省(2007b)による] 
システム名 団体数 システム名 団体数 
給与計算 ４５ 人事管理 ４７ 
公有財産管理 ４０ 電子申請 ４５ 
財務会計 ４７ 電子調達 ４４ 
施設予約 ２９ 文書管理 ４１ 
庶務事務 ３０ 累計    ３６８ 
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実際の情報システムのライフサイクルの期間について、分析を行った。以下にその内容を述べ
る。 
 ここで、実際にシステムが利用されている期間として①「利用期間」(当該システムが現在の
事業者･処理形態で稼動を開始した時期から、調査時期である平成１９年度まで期間)、ライフ
サイクルの期間として②「想定利用期間」(当該システムが現在の事業者･処理形態で稼動を開
始した時期から、将来確実に継続利用が見込まれる時期まで)、③「再構築までの期間」から「再
構築予定期間」(当該システムが現在の事業者･処理形態で稼動を開始した時期から、再構築を
予定しているまで)を考察する。この調査では、想定利用期間の設問項目はあるが、空欄の回答
も可能 6) であるため、回答数が１２８と全体の約１／３となる。また、想定利用期間はリース
期間としている場合もあると見られ7) 、ライフサイクルそのものの期間として捉えられない場
合もあり、別の設問の再構築予定期間も指標として考える。この３つの指標について、ハードウ
ェアの利用形態別に平均を次の表４に、期間と団体数のグラフを次の図１２から図１４に示す。 
 
表４ 各指標の平均(単位:年数) 
  
 ①利用期間 ②想定利用期間 ③再構築までの期間 
汎用機 14.6(17.7) 18.5(20.3) 16.5(19.6) 
Ｃ／Ｓ 6.1 7.8 7.6 
Webアプリケーション 3.7 5.3 5.4 
スタンドアロン 9 11 12.3   
ただし、30年を超えるデータ11件は、除外した。（ ）内は、30年を超えるデータも含めた全データの平均値。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
図１２ ①都道府県の主要なシステム利用期間 
                                                          
6) 調査の記入要領には、想定利用期間(至)が設定できない場合の例として、買取などで構築費用の支払い
が済んでおり、かつ再構築の想定がない場合や各年の利用料を均等に支払う方式で、利用継続期間の設定
がない場合をあげている。 
7) 調査の記入要領には、想定利用期間(至)の考え方の一つに、リース支払期間の終了時期があげられている。 
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 図１２の都道府県の主要なシステムの利用期間のグラフから、この５年間の間に、多数のシ
ステムの構築が始まったことがわかる。その数は、システム全体の約６割に当たる。 
 Webアプリケーション型は、この５年間で開発されたシステムの約８割であり、ライフサイ
クルが終了している場合は少ないと思われる。 
 なお、スタンドアロンについては、少数であり最近の開発もないので、考察からは除外する。 
 図１３、図１４の都道府県の主要なシステムの②想定利用期間と③再構築までの期間につい
て、次の様に考察する。 
・ ５年の回答が多いが、リース期間を回答しているものと思われる。 
・ Webアプリケーション、Ｃ／Ｓは、ほぼ１０年以内の回答が多い。逆に汎用機はほとんど
が１０年以上の回答である。 
・ 汎用機、Ｃ／Ｓの形態のシステムは、ハードウェアの更新を行って、システムを利用して
いる。 
 これらの結果から、表５の②想定利用期間と③再構築までの期間をもって、標準的なライフ
サイクルの期間とし、具体的には、次の数値を用いるものとする。 
 
表５ 都道府県の主要なシステムのライフサイクル 
  
 ライフサイクル 
汎用機 １６～１９年
Ｃ／Ｓ ８年
Webアプリケーション ５～６年
  
 ただし、Webアプリケーションに関しては、約８割が５年以内に開発されており、今後利用
する期間が大きくなる可能性もある。 
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４ 地方自治体におけるライフサイクルを取り入れたＩＴ投資効果モデル 
４－１ 地方自治体におけるライフサイクル管理の制約 
 東川ら(2007)は、前述のとおり、自治体は、予算中心主義で予算の確保に各部門が注力する
が、その予算をいかに有効活用するかについては、注力してこなかったことを指摘した。 
 筆者も、これに同意するものであるが、なぜ自治体が予算の確保に注力し、その予算の有効
活用に注力しないのかについて、次のとおり分析する。そして、それが、地方自治体のＩＴ投
資効果を進展させるためのライフサイクル管理の制約となっていること理論的に示す。 
 
(1) 予算制度 
 まず、地方自治体の予算について、地方自治法に基づく予算の主な原則を、次の表６に示す。 
 
表６ 地方自治体の予算の主な原則 
  
① 予算の事前議決
  の原則 
自治体の予算は、会計年度ごとに、予算を調整し、年度開始前に、議会の議決を経
なければならない。 
② 総計予算主義の
  原則 
予算は、収入予定額の全額を歳入予算に計上し、支出予定額の全額を歳出予算に計
上しなければならないとされる。 
③ 会計年度独立の
  原則 
各会計年度における歳出は、その年度の歳入をもって、あてなければならない。 
  
 ①の原則により、予算は、前年の夏から秋ごろから要求作業が開始されるため、半年から１
年先の状況を予測して編成することになるが、補正予算は、議会の議決を経てからでないと執
行できないため、プロジェクトの進行に合わせて、随時予算を変更するということは不可能で
ある。また、②、③の原則からは、ある事業を行うことにより、たとえ収入の増加が見込まれ
たとしても、歳出予算の額を超えて執行することはできない。 
 実際に予算執行が可能となる半年程前に要求作業を行い、必要なコストと効果を予測するが、
予算の執行が可能となる新年度になって、半年前に予測した技術や機器が変わっていたとして
も、年度単位の予算を途中で変更することは難しく、支出はその予算を超えることが難しい。 
 また、予算は、目的別に款(かん)項(こう)に区分し、地方自治法施行規則第 15 条別記で定
められている（例：議会費、総務費、健康福祉費、商工労働費、環境農林水産費、都市整備費、
住宅まちづくり費、警察費、教育費等)。執行科目として目(もく)節(せつ)に振り分けられ、こ
の目節の区分に従って、予算を執行することとされている（例：報酬、給料、旅費、需用費、
役務費、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費等)。従って、目節の範囲内であれば、裁量の
下に執行が可能である。 
 このように予算、特に歳出予算については、いったん確保するとそれ以上の金額に増額する
のは難しいが、いったん確保すればその執行については、その会計科目の目節の金額の範囲内
であれば裁量の範囲で使用できるため、特に予算が不足しない限りは、有効活用に努めてこな
かった。 
 前節で述べたように、ＩＴ投資効果についてライフサイクルの各段階で評価することが適切
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であるが、各段階で見直しを行っても、予算への反映が難しく、実効性が少ないため、ＩＴ投
資にかかる予算は、実際の執行にあたって見直されることなく、ＩＴ投資効果を高めるための
検証やその結果による追加予算措置もほとんどなされることもない。 
 一方で、議決された複数年度に必要な予算は、債務負担行為として、複数年分が確保される
ので、変更されることもなく、効果の検証もなされないことが多い。この債務負担行為は、地
方自治体が債務を負担する行為をいい、予算で定めておかなければならない。しかし、この債
務は、必ずしもライフサイクルを意味するものではなく、単純に機器のリース期間として設定
されている場合が多い。 
 
(2) その他の制度 
 地方自治体の人事制度は、頻繁に人事異動が行われるため、システムのライフサイクルの間
に担当者が何人も変わり、適切な評価をせずに担当者の独断で、システムの再構築を始めたり、
逆に、延命策をとり続けてしまったりし、システムの最適な更新ができない状況に陥ってしま
うことが想定される。 
 また、人事制度や組織は、各自治体によって定まられるため、毎年のように変更が起こる。
このような変更が多いのは、人事・組織に限ったことではなく、税や給与、財務会計等ほとん
どあらゆる業務に発生する。このため、情報システムも、制度に合わせての改修を余儀なくさ
れる。変更の内容をあらかじめわかっていることは少なく、そのための改修の予算もある程度
の枠で確保することが必要となっている。 
 ライフサイクルとは関係なくこのような改修が必要となり、ライフサイクル的には終了時期
に来ているものでも、多額の費用をかけて改修することため、ライフサイクルを考慮すること
が難しいという状況が発生する。 
 
(3) ライフサイクルを取り入れたＩＴ投資評価モデルの必要性 
 前節の理由のため、ＩＴ投資効果についてライフサイクルの各段階で評価できるような仕組
みが必要である。その仕組みは、マネジメントサイクルとなるため、その仕組みを利用して、
ＩＴ投資効果を高めるための検証や予算だけでなくインタンジブルズも含めたＩＴ投資の追加
措置も講じるようにする必要がある。 
 しかし、これまで述べてきたとおり、地方自治体にあっては、財務指標より、住民サービス
の向上が上位の目標となり、民間企業で用いられているＩＴ投資評価の手法を全てそのままで
は適用できない。一方で、法律や条令等制度改正が頻繁に行われたり、ＩＴ技術が進展したり
といったさまざまな条件が変化するといった実態があり、これらのことを考慮したＩＴ投資評
価モデルの作成が必要となる。 
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４－２ 地方自治体におけるＩＴ投資効果モデルに必要な条件 
 前節で述べたように、ＩＴ投資効果の評価モデルには、ライフサイクルを取り入れると共に、
地方自治体の制約や実態を考慮することが必要となる。モデルに必要な条件については、これ
までの先行研究の中から、継承すべき特徴・利点や問題点等を整理・抽出することにより導出
することにする。その上で、評価に必要な条件を取り入れた評価モデルによるＩＴ投資評価を
行い、ライフサイクルを通じて予算の有効活用につながるかどうかを検証することができる。
また、予算の見直しとその合理的な理由を提示し、ＩＴ投資をより効果的なものにするための
マネジメントシステムの構築を提案する。 
 そこで、筆者は、これまでの先行研究の考察からＩＴ投資効果モデルとして、特に地方自治
体の制約や実態において必要となる条件を次のとおり抽出する。 
Ⅰ 関係者の合意による一貫した評価基準 
 地方自治体には、庁内のＩＴ投資プロセスだけでなく、議会・住民にも説明責任がある。こ
のため、システムを構築する前に、構築するシステムの有効性を測る尺度と達成水準を決定し、
これをもとに、システム構築から運用までの各段階において、チェックすることが必要である。
こうした評価基準がないと、目的がはっきりしないシステムになり、また、システムを構築す
るのが目的となることがあり、有効なＩＴ投資かどうかの判断ができない。[JUAS(2005)，栗
山(2005a)，GAO(1998)，総務省(2007a)，ニューメディア開発協会(2006)] 
 この評価基準は、少なくともＩＴ投資プロセスにおける利害関係者が、開発着手時点で合意
しておく必要がある。[松島(1999)，栗山(2005a)] 
Ⅱ ＰＤＣＡサイクルにおける評価 
 Ⅰの評価基準を元に、システム構築や運用の各段階に応じて、また、毎年１回といった定期
的にチェックをし、見直しを行う必要がある。仮にＰＤＣＡサイクルを回さなかった場合、も
し、計画の修正が必要な事象が発見された場合、自治体の場合は民間以上にすみやかな対応を
とることが難しく、対応の遅れや被害の拡大につながる[JUAS(2005)，栗山(2005a)，松島(2007)，
大串(2007)，GAO(1998)，ニューメディア開発協会(2006)，後藤(2006)] 
Ⅲ ライフサイクルを取り入れた評価 
 ４－１でも述べたように自治体での特徴的な予算・人事等の制度面からもライフサイクルを
取り入れる必要がある。一般的にも、システムを導入する場合、システムの構築と運用にかか
る経費が必要となり、ライフサイクルを通した費用と効果を分析する必要があり、ライフサイ
クルは、システム構築の前の段階で、期間を決定する必要がある。現実には、技術革新や社会
的な制度改革により、変更が必要となる場合もあり、ライフサイクルの変更も一定時期ごとに
行うことを取り入れるべきである。[島田(1999)，JUAS(2005)，Kerzner(2006)，OMB(2002)，
経済産業省(2004)，ニューメディア開発協会(2006)] 
Ⅳ ＢＳＣを用いた評価 
 ＢＳＣについては、その採用について否定的な文献には、評価指標のとり方が複雑で、直観
的でない等[JUAS(2005)，ニューメディア開発協会(2006)]の指摘がある。 
 しかし、自治体においては、財務的な指標が優先されるのではなく、顧客であるところの住
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民満足度の最大化が最終目標となるが、利害関係がさまざまで複雑な立場の住民が存在する中
で、指標や価値の連鎖の単純化は難しい。また、ＢＳＣを肯定的にとらえている文献の中でも、
GAO(1998)は、財務の視点ではなく、戦略的ニーズの視点で分析することが記述されている。
地方自治体において適用する場合、財務の視点が優先されるわけではないので、戦略的ニーズ
の一部に財務の視点も含まれていると解した方が、より汎用的に利用できると考える。[櫻井
(2001)，GAO(1998)，栗山(2005a)，大串(2007)] 
 なお、GAO(1998)では、ＢＳＣの一つとして顧客の視点をあげているが、顧客は住民である
ので、住民の視点と言い換えるものとする。 
Ⅴ ケイパビリティの向上 
 地方自治体での財政難により、直接的なＩＴ投資には限度がある。このため、ＩＴ資産を活
用する能力である｢ケイパビリティ｣を向上させることで、人間系を含めてＩＴを確実に運用管
理する能力を高めることが必要である。また、情報システムの新規開発の段階であっても、既
存のＩＴインフラや稼働中のアプリケーションやこれまでのＩＴに関するリテラシーが備わっ
た人間系のＩＴスキルや業務知識といったインタンジブルズも活用することでケイパビリティ
の向上を図ることができる。[松島(2007)，大串(2007)] 
 以上の５つの条件から、あらかじめ評価する期間であるライフサイクルを明確にした上で、
ＢＳＣの視点で考えた、ＩＴ投資とその効果を予測した一貫した評価基準を関係者間の合意の
下、決定することが必要であり、その評価基準をもって、ＰＤＣＡサイクルを回すことが必要
である。ＰＤＣＡは、ケイパビリティの向上も考慮しながら、当初の目標が達成するようＩＴ
投資効果の向上のマネジメントを行い、予算・人材等の有効活用とシステムの価値の向上を図
ることができる。また、必要に応じて、ライフサイクルの変動についての見直しを行うことも
必要である。 
 
４－３ 地方自治体におけるＩＴ投資評価のフレームワーク 
 前節で地方自治体におけるＩＴ投資効果モデルに必要な条件を導出し、前章で都道府県の情
報システムのライフサイクルの実態を明らかにした。これらを基にして、地方自治体における
ＩＴ投資評価を実践するために、実施手順を明確にする必要がある。各年度やライフサイクル
の各段階に応じたＫＰＩの達成状況を評価し、この結果をもとにＩＴ支出を当初計画とどう変
えるのか、ＩＴ資産等はどう活用するかというフィードバックすべき制御指標を明確にするこ
とで、次の段階のＩＴ投資を決定していくというフィードバックループのあるマネジメントシ
ステムとして、とらえることにより、実施手順が明確になると考えられる。この概念を地方自
治体におけるライフサイクルを取り入れたＩＴ投資効果のモデルとして、フレームワークの概
念を、次の図１５に示す。 
 なお、このフレームワークの考え方、特徴と課題は、後述する。ライフサイクルの期間の設
定は、著者が提案している(吉田，2008)が、ここでは、便宜的に、前章の表５の地方自治体の
調査結果に基づく実態の数字を用いるものとする。 
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図１５ 地方自治体におけるライフサイクルを取り入れた投資評価フレームワーク 
参考：Hatry(1999)  pp.28  図表 2-5，大串(2007)  pp.106  図表 5，栗山(2005a)  pp.6  図 3 
 
 各ステップにおける考え方は次の段階を経るもので、図１６のようにライフサイクルの各段
階または、概ね１年で図１５の１つのサイクルを回さなくてはなりない。このタイミングは、
短すぎても、評価をすることだけに追われてしまい、事業の進捗管理に影響を与える。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１６ 地方自治体におけるライフサイクルの各段階の投資評価フレームワーク 
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① 戦略立案時点の Planの段階 
 前節のⅠ 関係者の合意による一貫した評価基準についてⅡ ＰＤＣＡサイクルにおける評価
を行うためには、戦略立案時点の段階で、評価基準の策定が必要となる。また、その評価基準
には、Ⅲ ライフサイクルを取り入れた評価、Ⅳ ＢＳＣを用いた評価を組み込むことが必要で
ある。すなわち、戦力立案時点の段階で、ライフサイクルの期間を設定し、図１７のＢＳＣに
基づき構築するシステムの有効性を測る尺度と達成水準(アウトプット及びアウトカムからな
るＫＰＩ)を図１８の関係者間の合意の下に決定し、実際に投資する金額や人、場合によっては
物（開発スペース等）を確保する。たとえば、ライフサイクルを 8年間と設定し、その間に投
入するＩＴ投資額（新規開発、運用･保守の全て）及び人員等を算出し、そのシステムから得ら
れる効果または、業務の目標を決定することである。電子入札を例に挙げれば、電子入札の完
全移行による調達業務の改善という構築目標に対して、落札率を○○％以下にするといった効
果や紙入札を全て電子入札に移行するという目標をＫＰＩとして、関係者間の合意の下に決定
することである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１８ 地方自治体における合意形成における関係者の枠組み 参考：松島(1999) P.161 図表 12-1 
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図１７ 地方自治体における構築指標とライフサイクルを取り入れたＫＰＩの関係を表した戦略マップ 
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② Doの段階 
 投入されたＩＴ投資を有効に活用するには、前節のⅤ ケイパビリティの向上が必要となる。
ＩＴ投資を基に、既存のＩＴインフラや稼働中の他のアプリケーションを利用して、システム
構築やシステム活用能力を活かして、システム構築を行うと共に、ＩＴ資産を活用する能力の
向上を図る。運用段階では、稼働中のアプリケーション等を利用して、システム運用能力を活
かして、既存のＩＴ資産の付加価値を高める。 
 電子入札を例に挙げれば、新規開発の場合は、電子決裁システムや職員認証システム等既存
のＩＴインフラや稼働中の他のアプリケーションと連携しながら、手作業で行っている業務を
単純に電子化するのではなく、電子化しやすいような業務改革を行った上で、システム構築を
行うことである。運用段階では、紙入札で行っている指名競争入札を電子入札に移行できるよ
う入札参加条件を緩和することである。たとえば、指名する条件として、工事現場の近隣の事
業者に限るというる参加事業者の地域の条件を、市全域やもっと広くすることで、人が審査し
なくてもシステムが審査できるようになり、電子入札に移行することが可能になる。 
③ Checkの段階 
 情報システムにより得られるサービスや業務支援に対して、Plan の段階で定めたＫＰＩの評
価を行い、当初定めた水準に達しているかを確認する。開発段階では、システム導入後の効果
は当然まだ現れていないので、ＩＴ投資が計画通り行われているか、開発の進捗がどうかとい
う点をチェックすることになる。運用段階では、Plan の段階で設定した基準に達しているかど
うかをチェックすることになる。 
 電子入札を例に挙げれば、電子入札の導入率について調査し、ある調達の分類の中でたとえ
ば６０％という数字であったとした場合、次の Actionの段階で、課題事項を検討する。 
 図１８の利用部門及び情報システム部門で Checkを行い、管理部門の承認を得た上で、次の
段階に移る。 
④ Actionの段階 
 Check の段階で確認したＫＰＩの評価に対し、構築指標の観点とライフサイクルの環境変化
の有無の観点で、ＫＰＩの見直しを行い、次の工程のＩＴ投資の見直し・改善策を検討する。
開発段階では、開発の進捗度合いに併せて追加の経費支出や人員の投入をするかどうかや、運
用段階では、ＯＳ・ミドルウェアバージョンアップに併せて、ライフサイクルを見直すかどう
かということになる。 
 電子入札を例に挙げれば、電子入札の導入が６０％であったとした場合、計画どおり導入が
進んでいるか、最終目標年次に１００％の移行が可能かどうかをチェックし、必要によっては、
ＫＰＩの見直しを行う。課題事項については、次の Planの段階で、解決策を検討する。 
 Checkの段階と同様、図１８の利用部門及び情報システム部門で Actionを行い、管理部門の
承認を得た上で、次の段階に移る。 
⑤ 再び Planの段階 
 Action の段階で、検討された改善策に基づき、具体的なＩＴ投資を具体化する。実際に投資
する金額や人、場合によっては物（開発スペース等）を確保する。 
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 電子入札を例に挙げれば、Action の段階での課題事項として、紙入札から電子入札に移行が
難しいとしていた入札参加条件を見直すことである。たとえば、これまで事前に審査していた
事業所の技術者数のチェックを入札後の審査に回すことであり、入札後の事務量が増える場合
は、人員増という人的投資や事務量軽減のためのＩＴツールの利用スキルの向上のための研修
が必要となる場合も考えられる。 
 
４－４ 本フレームワークの特徴と課題 
 このフレームワークには、次の特徴がある。 
① これまでは、ライフサイクルが意識されず、ＩＴ投資評価が行われてきたが、ライフサイ
クルを通じたＩＴ投資評価を行うことにより、中長期的な期間での評価が可能となり、開
発や運用過程においてもＩＴ投資評価についてのマネジメントを行い、改善策を講じるこ
とにより、効果を高めることができる。 
② 地方自治体の特徴である住民サービスの向上を上位目標とすることや予算・人事等の制度
の制約を考慮し、ＢＳＣによりＫＰＩの構築手順を具体化し、現実に利用しやすいようＰ
ＤＣＡの実施方法やフィードバックすべきＫＰＩを明確にした。 
③ これまでは、ライフサイクルの変動要素については明確でなかったため、ライフサイクル
を期間の途中であっても見直しを行うタイミングを明確にし、ライフサイクルの期間の変
更およびそれに基づくＫＰＩを変更することができる。 
④ 現行の予算制度や人事制度の制約の中でも、具体的に効果を示すことができるよう、ＰＤ
ＣＡサイクルの中に、ＩＴ資産の活用によるケイパビリティの向上を行い、既存の資源の
有効活用を目指し、既存のＩＴ資産の付加価値を高めている。 
⑤ 本論文では、ライフサイクルの期間は、前章の実態の期間を設定することを想定している
が、ライフサイクルの期間を設定する方法も本フレームワークに取り込むことができる。 
 
 このような特徴があるフレームワークであるが、実際に利用して、改良をする必要があると
考えられる。現時点での課題としては、次の点がある。 
ア）Checkや Actionの段階が増えることで、作業量が増え、実際のプロジェクトの利用に際し
て、利用部門・情報システム部門の協力が得られないおそれがある。 
イ）ライフサイクルを明確にすることで今まで曖昧であった進捗の遅れやＩＴ投資効果が当初
の目標どおりになっていない場合も明らかになり、実際のプロジェクトの利用に際して、
抵抗されるおそれがある。 
ウ）ア）、イ）のため、組織内でこのフレームワークの有用性・価値の認知を得て、関係者の協
力を得る必要がある。 
エ）各システムの規模・内容・利用者等に合わせたライフサイクルの期間を具体的にどう設定
すればよいかという方法を決定する必要がある。 
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５ おわりに 
 地方自治体における情報システムの開発について、ライフサイクルがあいまいなまま開発が進
められたり、ＩＴ投資効果も人員削減のみで測定されたり、計画的に投資効果を算定して収支が
合うようにされていない。ＩＴ投資効果についてライフサイクルの期間を通じて、また、ライフ
サイクルの期間が変動することを考慮した評価手法がないかということが問題の発端であった。 
 ＩＴ投資効果を評価する手法を考えるに当たり、企業、自治体での従来の手法を調査し、取
り入れるべき点や、問題点等の整理を行った。まず、ＩＴ投資効果の評価手法として、ＢＳＣ
の活用や合意形成型モデル、ＫＰＩの連鎖に着目したモデルについて、考察した。次に、米国
政府における取り組みの中から、ＩＴ投資管理のフレームワークに着目した。先進的な地方自
治体の取り組みを考察し、先行研究の中での地方自治体の課題を抽出した。 
 また、ライフサイクルについて、既存研究では、ＩＴ投資評価を行う上で、考慮すべきとい
う論述はあったが、ライフサイクルの期間を設定したＩＴ投資評価の方法は、ほとんど提案さ
えていない。その期間について具体的な設定方法が示されておらず、ＩＴの技術動向の進展等
によりライフサイクルも変わる可能性があることが考慮されていなかった。そこで、まず、総
務省の調査結果から、地方自治体のライフサイクルの実態を明らかにし、ライフサイクルの標
準的な期間とすることとした。 
 そして、地方自治体におけるライフサイクル管理の制約条件となる予算制度を考察し、ライ
フサイクルを取り入れたＩＴ投資評価モデルの必要性を明らかにした。更に地方自治体の制約
条件を元に、地方自治体のＩＴ投資評価モデルに必要な条件を先行研究の中から抽出し、これ
らの条件を整理･統合し、明確にした。この結果、Ⅰ 関係者の合意による一貫した評価基準、Ⅱ Ｐ
ＤＣＡサイクルにおける評価、Ⅲ ライフサイクルを取り入れた評価、Ⅳ ＢＳＣを用いた評価基
準、Ⅴ ケイパビリティの向上を地方自治体のＩＴ投資効果モデルに必要な条件として抽出した。 
 これらの条件をもとに、ライフサイクルを取り入れたＩＴ投資評価モデルとなるフレームワ
ークを提案した。このモデルにより、ＩＴ投資効果を的確に評価し、ライフサイクルの途中に
おいて、適切な改善策を講じることにより、効果を高めることができる。また、ライフサイク
ルの変動についても考慮できるようになり、ライフサイクルの期間の途中であっても見直しを
行い、ライフサイクルの期間の変更およびそれに基づくＫＰＩを変更することができる。 
 構築目標やＫＰＩの構築手順をＢＳＣにより、具体的に設定できるようにし、現実に利用し
やすいようＰＤＣＡの実施方法やフィードバックすべき制御目標を明確にした。 
 また、地方自治体の特徴である住民サービスの向上を上位目標とすることや予算の制約に合
わせた評価やその結果のマネジメントが可能となるようなモデルを提案した。 
 次の課題は、このフレームワークの妥当性の検証・導入にあたっての課題の解決である。ま
た、今回は、地方自治体におけるライフサイクルの期間を実態調査から導出したが、技術の進
展やＯＳ・ミドルウェア等のバージョンアップの情報技術の環境変化により、ライフサイクル
が実際にどう変わるかも、課題である。今後、これらの課題について考察を行い、有効なＩＴ
投資評価方法の開発について、研究を進めていきたい。 
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